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本件事業の完成により、当該現道区間の
通行止めが解消されるうえ岩塊が崩落する
危険性のある現道に比べ災害に強い道路が
整備されることから、本路線の幹線道路と
しての機能の確保が図られるものである。
なお、本件事業による生活環境等に及ぼ
す影響については、本件事業は環境影響評
価法（平成９年法律第81号）等に基づく環
境影響評価の実施対象外の事業であるが、
起業者が任意で環境への影響の検討を行っ
たところ、騒音、振動及び大気質について
環境基準等を満たすものと判断されてい
る。
したがって、本件事業の施行により得ら
れる公共の利益は、相当程度存するものと
認められる。

] 失われる利益
起業者の調査によると、動物については、
本件区間及びその周辺に環境省レッドリス
トに絶滅危惧ÒＢ類として掲載されている
クマタカ、絶滅危惧Ó類のサシバ、ハヤブ
サ、ノレンコウモリ、準絶滅危惧のミサゴ、
オオタカ、ハイタカ、カジカ、近畿地区鳥
類レッドデータブックに準絶滅危惧として
掲載されているツミ、アカゲラ、カワガラ
ス、三重県レッドデータブックに絶滅危惧
ÒＢ類として掲載されているウサギコウモ
リ、準絶滅危惧のセンダイムシクイ、キビ
タキ、モモジロコウモリ、ユビナガコウモ
リ、ニホンリス等の生息が確認されている。
なお、コウモリ類については、既設トンネ
ル坑内で確認されている。これら希少な動
物については、本件区間の大半がトンネル
区間であるため、本件事業により生息環境
を直接改変する部分は小さく、周辺地域は
事業施行後も同様の生息環境が広く残存す
ることから、本件事業の施行による影響は
極めて小さいと判断されている。なお、本
件事業において特に生息環境への影響を確
認する必要があるクマタカ、サシバについ
ては、本件区間及びその周辺での営巣は確
認されなかったものの、起業者は今後も引
き続きモニタリング調査を実施し、必要に
応じて適切な保全措置を実施することとし
ている。また、コウモリ類については、起
業者が有識者の助言を踏まえ、生息環境を
維持させるため、既設トンネルを存続させ
る計画としており、影響は軽微と判断され
ている。

植物については、環境省レッドリストに
絶滅危惧Ó類として掲載されているミギワ
トダシバ、準絶滅危惧のシチョウゲ、マメ
ヅタラン、ムギラン、近畿地方の保護上重
要な植物（レッドデータブック近畿）に準
絶滅危惧種として掲載されているシタキソ
ウ、三重県レッドデータブックに絶滅危惧
Ó類として掲載されているウドカズラや準
絶滅危惧のカイナンサラサドウダン、ケイ
ビラン、セッコクの生育が確認されている。
上記の植物のうち、カイナンサラサドウダ
ン以外は、生育地が本件事業により直接改
変する部分にあたらず、カイナンサラサド
ウダンについては、起業者が周辺の類似環
境に移植を行うなどの適切な保全措置を実
施することから、本件事業の施行によるこ
れら希少な植物への影響は極めて小さいと
判断されている。
また、文化財保護法（昭和25年法律第

214号）等により、起業者が保護のため特
別な措置を講ずべき文化財は見受けられな
い。
したがって、本件事業の施行により失わ
れる利益は軽微であると認められる。

^ 事業計画の合理性
本件事業は、当該現道区間の通行止めの
解消と本路線の幹線道路としての機能の確
保を図ることを主な目的として、道路構造
令（昭和45年政令第320号）による第３種
第４級の規格に基づく２車線の道路を改築
する事業であり、本件事業の事業計画は、
道路構造令等に定める規格に適合している
と認められる。
また、本件事業のルートについては、ト
ンネルバイパス案（以下「申請案」という。）
と、現道拡幅案の２案をもって検討が行わ
れている。申請案は現道拡幅案に比べ、工
事施工延長が長く、非住家の移転が必要と
なるものの、改築工事に必要な土地の面積
及び工事施工時の土工量が少なく、施工性
に優れ事業費が安価で経済性にも優れてお
り社会的、技術的及び経済的な面を総合的
に勘案して申請案が合理的であると認めら
れる。

したがって、本件事業の事業計画は、合
理的と認められる。
以上のことから、本件事業の施行により得
られる公共の利益と失われる利益とを比較衡
量すると、得られる公共の利益は失われる利
益に優越すると認められる。したがって、本
件事業は、土地の適正かつ合理的な利用に寄
与するものと認められるため、法第20条第３
号の要件を充足すると判断される。
４ 法第20条第４号の要件への適合性
\ 事業を早期に施行する必要性
３\で述べたように、本路線は、本地域
における唯一の幹線道路であるにもかかわ
らず、幅員狭小かつ線形不良な道路である
ことに加え、当該現道区間に通行止め区間
が存し、当該現道区間の迂回路については、
線形が悪いうえ幅員が狭小であることから
自動車の交互通行が円滑にできない状況で
ある。
また、本路線の沿線自治体からなる三重
南北縦貫道路建設促進期成同盟会から、本
件事業の早期完成に関する強い要望があ
る。
以上のことから、本件事業を早期に施行
する必要性は高いものと認められる。

] 起業地の範囲及び収用又は使用の別の合
理性
本件事業に係る起業地の範囲は、本件事
業の事業計画に必要な範囲であると認めら
れる。
また、収用の範囲は、すべて本件事業の
用に恒久的に供される範囲にとどめられ、
それ以外の範囲は使用としていることか
ら、収用又は使用の範囲の別についても合
理的であると認められる。
したがって、本件事業は、土地を収用し、
又は使用する公益上の必要があると認められ
るため、法第20条第４号の要件を充足すると
判断される。
５ 結論
以上のとおり、本件事業は、法第20条各号
の要件をすべて充足すると判断される。

第５ 法第26条の２第２項の規定による図面の縦
覧場所 三重県多気郡大台町役場宮川総合支所
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パ ラ リ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 東 京 招 致 に 関 す る 決 議

案 （ 鳩 山 由 紀 夫 外 十 九 名 提 出 ）
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原 子 力 の 平 和 的 利 用 に お け る 協 力 の た め の 日 本

国 政 府 と ロ シ ア 連 邦 政 府 と の 間 の 協 定 の 締 結 に

つ い て 承 認 を 求 め る の 件 （ 第 百 七 十 七 回 国 会 内
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提 出 、 本 院 継 続 審 査 ）
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間 の 協 定 の 締 結 に つ い て 承 認 を 求 め る の 件 （ 第

百 七 十 七 回 国 会 内 閣 提 出 参 議 院 送 付 、 本 院 継 続

審 査 ）
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次 の 決 議 を 送 付 し た 。
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